地方自治体による教育支援が少子化の抑制に果たす役割(NIER Discussion Paper Series No.007) by 増田 幹人
地方自治体による教育支援が少子化の抑制に果たす役割
増田 幹人（駒澤大学）
NIER Discussion Paper Series No.007
2018年3月




















































































































































































  𝑇𝐹𝑅𝑖＝ 𝛼＋𝛽1𝑅𝐸𝐷𝑈𝑗＋𝛽2𝑃𝑂𝐿𝑗＋𝛽3𝑀𝐴𝑅𝑅𝑖＋ 𝛽4𝐷𝐼𝐷𝑖 +  𝛽5𝑈𝑁𝐸𝑀𝑃𝑖 + 𝑢𝑗 + 𝜇𝑖・・・
① 
 
𝑇𝐹𝑅𝑖は市区町村 i 別の合計特殊出生率(TFR)、αは定数項、𝑅𝐸𝐷𝑈𝑗は都道府県 j 別の公立高
等学校生徒 1人当たりの高等学校の教育活動費、𝑃𝑂𝐿𝑗は都道府県 j別の少子化対策の変数（0-
4 歳人口 1 人当たりの保育所定員数、0-14 歳人口 1 人当たりの児童福祉費）、𝑀𝐴𝑅𝑅𝑖は市区町
村 i別の合計未婚率、𝐷𝐼𝐷𝑖は市区町村 i別の DID（人口集中地区）人口比率、𝑈𝑁𝐸𝑀𝑃𝑖は市














14 歳人口 1 人当たりの児童福祉費と 0-4 歳人口 1 人当たりの保育所定員数の位置付けにつ
いては後述する）。教育活動費は、データの制約上都道府県別のデータを用いる。ただし、
都道府県別データであるがゆえに、都道府県ごとの TFR のばらつきに対する教育活動費の
影響を測ることが可能となる。0-4 歳人口 1 人当たりの保育所定員数、0-14 歳人口 1 人当
たりの児童福祉費も同様に都道府県別のデータを用いる。 
本分析で用いる TFR は、厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」の 2008～2012
年における 5年間のベイズ推定値である。5年間の値を用いているのは、市区町村間のサン
プル数の違いによる歪みを解消するためである。また、合計未婚率は総務省「国勢調査」（2010）
における 15～49 歳までの 5 歳階級別の未婚人口を総人口で除し、それぞれを足し合わし 5 倍
することにより求めたものである。これにより、市区町村間の年齢構造の違いを制御すること
が可能となる。DID 人口比率は、総務省「国勢調査」における DID 人口を総人口で除したもの
ある。失業率も総務省「国勢調査」（2010）から用いたものである。また、0-4歳人口 1人当た
りの保育所定員数は、厚生労働省「社会福祉行政業務報告」（2007）の保育所定員数を総務省「人
















からである（Bradshaw and Hatland 2006、Adsera 2004、阿部 2005、戸田 2007、樋口・阿部 
  















































表 2 高等学校の教育活動費と少子化対策変数との相関係数 
 
 


























観測値数 平均 標準偏差 最小値 中央値 最大値
合計特殊出生率（TFR） 1,734 1.5 0.2 1 1 3
合計未婚率 1,734 17.9 1.1 14 18 24
DID人口比率（％） 1,734 27.7 34.2 0 0 100
失業率（％） 1,734 6.3 2.2 0 6 23
都道府県別 公立高校生徒1人当たりの高等学校の教育活動費（円） 1,734 35,745 11,638 8,647 35,451 77,239
都道府県別 高等学校の教育活動費（千円） 1,734 2,265,664 1,473,165 240,213 1,800,000 5,400,000
都道府県別 0-14歳人口1人当たり児童福祉費（千円） 1,734 327 57 252 318 490
都道府県別 0-4歳人口1人当たり保育所定員数（人） 1,734 0.3 0.1 0.07 0.31 0.69
  


















表4 公立高校生徒1人当たりの高等学校の教育活動費が TFRに及ぼす影響（マルチ・レベル分析） 
 
注）括弧内は p 値。***は 1％で有意、**は 5％で有意、*は 10％で有意。 
 
 
-0.082 *** -0.087 ***
(0.000) (0.000)
-0.0000001 *** -0.0008660 ***
(0.000) (0.000)




































表 5 公立高校生徒 1人当たりの高等学校の教育活動費が TFRに及ぼす影響（OLS） 
 

































































についても、都道府県別に示してみたが、教育活動費の上位 4 位の県および TFR との関係
はいずれも図 2、図 3 と似た結果となっていた（図 4、5）。 
 














人 件 費 教育活動費 管 理 費 補助活動費 所定支払金
  





図 2 教育消費的支出に占める教育活動費割合（高等学校）（2007年）の都道府県別比較 
 
 




















































































































































































































































































































































図 4 公立高校生徒 1 人当たりの高等学校教育活動費（2007年）の都道府県別比較 
 
 

































































































































































































































































































































































































が 2008～12 年の TFR に影響を与えることを想定することになる。他方、TFR については、
2012年末日の合併基準（自治体数）に合わせて合併調整しているため、2008～12年のうち









に当てられていた場合である。合併特例債は 2006 年 3 月末までに合併した自治体が対象
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